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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸気バルブと排気バルブの少なくとも一方の開閉時期またはリフト量を可変制御できる
可変バルブ機構と、ターボ過給機と、排気管を流れる排ガス成分に基づきシリンダ内へ供
給される未燃ガスの空燃比を検知する空燃比センサと、を備えた内燃機関の制御装置であ
って、
　該制御装置は、過給状態において、吸気圧力が排気圧力に比して大きくなる場合に、吸
気バルブと排気バルブとが共に開となるオーバーラップ期間中にシリンダから排気管へ掃
気されて減少する内部ＥＧＲ量である内部ＥＧＲ掃気量を演算する内部ＥＧＲ掃気量演算
手段と、前記演算された内部ＥＧＲ掃気量が所定量となるようにオーバーラップ期間を制
御する手段と、前記空燃比センサの出力値に基づき、オーバーラップ期間に吸気管からシ
リンダを介して排気管への未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段と、を備え、
　前記未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段で未燃ガスの吹き抜けがあると判別され
た場合に、オーバーラップ期間を減じるように可変バルブをフィードバック制御すること
を特徴とする内燃機関の制御装置。
【請求項２】
　前記制御装置は、吸気圧力、前記吸気バルブの可変バルブ機構の制御状態、前記内燃機
関の回転速度及び前記演算された内部ＥＧＲ掃気量に基づき、シリンダに吸入される充填
空気量を演算する手段と、前記演算された充填空気量に基づき燃料噴射量を演算する手段
と、前記演算された内部ＥＧＲ掃気量及び前記演算された充填空気量に基づき点火時期を
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演算する手段と、を備えることを特徴とする請求項１に記載の内燃機関の制御装置。
【請求項３】
　前記内部ＥＧＲ掃気量演算手段は、シリンダへの吸気圧力を取得する吸気圧力取得手段
と、シリンダからの排気圧力を取得する排気圧力取得手段と、を備え、前記吸気圧力取得
手段で取得した吸気圧力、前記排気圧力取得手段で取得した排気圧力、内燃機関の回転速
度及び前記吸気バルブの可変バルブ機構の制御状態に基づいて内部ＥＧＲ掃気量を演算す
ることを特徴とする請求項１又は２に記載の内燃機関の制御装置。
【請求項４】
　前記制御装置は内燃機関の運転動作点を判別する運転状態検出手段を備え、
　前記吸気圧力取得手段は、前記運転状態検出手段で判別した内燃機関の運転動作点、前
記ターボ過給機のコンプレッサーを通過するガスの流量、コンプレッサー下流の圧力をコ
ンプレッサー上流へと逆流させるためのエアバイパスバルブの開度、及び、スロットルバ
ルブの開度に基づき吸気圧力を算出する吸気圧力算出手段で算出して取得することを特徴
とする請求項３に記載の内燃機関の制御装置。
【請求項５】
　前記吸気圧力取得手段は、内燃機関の回転速度と、スロットルバルブ下流に設けられた
サージタンクから各シリンダまでの吸気管長さに基づき吸気圧力の脈動パターンを把握す
る手段を備え、把握した吸気圧力の脈動パターンによって前記吸気圧力算出手段で算出さ
れた吸気圧力を補正することを特徴とする請求項４に記載の内燃機関の制御装置。
【請求項６】
　前記制御装置は内燃機関の運転動作点を判別する運転状態検出手段を備え、
　前記排気圧力取得手段は、前記運転状態検出手段で判別した機関の運転動作点、前記タ
ーボ過給機のタービンを通過する排ガスの流量、及び、過給レベルを制御するウェストゲ
ートバルブの開度に基づき排気圧力を算出する排気圧力算出手段で算出して取得すること
を特徴とする請求項３ないし５のいずれかに記載の内燃機関の制御装置。
【請求項７】
　前記排気圧力取得手段は、内燃機関の回転速度、シリンダからターボ過給機までの排気
管容積又はシリンダから排気集合部までの排気管長さ、集合部を介して連結された他方の
シリンダに設けられた排気バルブの開閉時期に基づき排気圧力の脈動パターンを把握する
手段を備え、把握した排気圧力の脈動パターンによって排気圧力算出手段で算出された排
気圧力を補正することを特徴とする請求項６に記載の内燃機関の制御装置。
【請求項８】
　前記ターボ過給機は、ターボ過給機のタービン軸に、タービン回転運動を補助するため
のモータを設けた電動アシストターボを備え、
　前記内部ＥＧＲ掃気量演算手段は、前記電動アシストターボの駆動状態を考慮して内部
ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴とする請求項１ないし７のいずれかに記載の内燃機関
の制御装置。
【請求項９】
　前記ターボ過給機は、流量特性の異なる２機のターボ過給機で構成された２ステージタ
ーボ過給機で構成されており、
　前記制御装置は、内燃機関の運転動作点を判別する運転状態検出手段と、前記運転状態
検出手段で判別された内燃機関の運転動作点に応じて前記各ターボ過給機に設けられたウ
ェストゲートバルブを開閉操作して前記２ステージターボ過給機の動作モードを選択する
手段と、を備え、
　前記内部ＥＧＲ掃気量演算手段は、前記２ステージターボ過給機の動作モードを考慮し
て内部ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴とする請求項１ないし７のいずれかに記載の内
燃機関の制御装置。
【請求項１０】
　前記ターボ過給機は、コンプレッサーまたはタービンに可変翼を設けた可変ターボ過給
機で構成されていて前記可変翼の角度を検知する手段を備え、
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　前記内部ＥＧＲ掃気量演算手段は、前記可変翼の角度を検知する手段で検知された可変
翼の角度を考慮して内部ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴とする請求項１ないし９のい
ずれかに記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１１】
　前記制御装置は、吸気圧力、前記吸気バルブの可変バルブ機構の制御状態、前記内燃機
関の回転速度及び前記演算された内部ＥＧＲ掃気量に基づき、シリンダ内に充填される充
填空気量を演算し、前記演算されたシリンダへ充填される充填空気量とシリンダへ充填さ
れうる最大充填空気量との比較に基づき、オーバーラップ期間に吸気管からシリンダを介
して排気管への未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段と、を備え、
　前記未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段で未燃ガスの吹き抜けがあると判別され
た場合に、オーバーラップ期間を減じるように可変バルブをフィードバック制御すること
を特徴とする請求項１ないし１０のいずれかに記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１２】
　前記制御装置は、エアフローセンサにより検知された空気流量に基づきシリンダへ充填
される充填空気量を演算する手段と、前記演算されたシリンダへ充填される充填空気量と
シリンダへ充填されうる最大充填空気量との比較に基づき、オーバーラップ期間に吸気管
からシリンダを介して排気管への未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段と、を備え、
　前記未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段で未燃ガスの吹き抜けがあると判別され
た場合に、オーバーラップ期間を減じるように可変バルブをフィードバック制御すること
を特徴とする請求項１ないし１１のいずれかに記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１３】
　前記内燃機関は、シリンダ内に直接燃料を噴射する筒内直接噴射式インジェクタを備え
、前記制御装置は、筒内直接噴射式インジェクタの燃料噴射タイミングを前記オーバーラ
ップ期間以後に設定することを特徴とする請求項１ないし１０のいずれかに記載の内燃機
関の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ターボ過給機と可変バルブを備えた内燃機関の制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、バルブの開特性を任意に変化させることができる可変バルブを備えた内燃機関に
おいては、シリンダ内へ供給される充填空気量と、前サイクルの燃焼ガスの残留するガス
量、すなわち内部ＥＧＲ量とが、バルブの開特性によって異なるために、内燃機関の運転
動作点に応じて、バルブの開特性と充填空気量の関係、またはバルブの開特性と内部ＥＧ
Ｒ量の関係に基づいた可変バルブの制御が行われる。
【０００３】
　例えば、特開２００５－３０７８４７号公報（特許文献１）には、可変バルブ機構を備
えた内燃機関において、充填空気量と、排気バルブ閉じ時期の隙間容積に起因する内部Ｅ
ＧＲ量と、オーバーラップ期間中の吹き返しに起因する内部ＥＧＲ量とを、内燃機関の回
転速度、吸気管圧力及び可変バルブ制御量に基づき算出する構成が開示されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－３０７８４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、前記特許文献１に開示される構成は、内部ＥＧＲ量の算出手段が、オーバーラ
ップ期間が増加するにしたがって、内部ＥＧＲ量が増加するような関係にある場合におい
てのみ適用できるものであり、ターボ過給機を備えた内燃機関において特有に見られる、
オーバーラップ期間が増加するにしたがって、内部ＥＧＲが掃気され、内部ＥＧＲ量が減
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少するような運転状態においては、正確に充填空気量と内部ＥＧＲ量とを算出することが
できないといった問題があった。
【０００６】
　本発明は、上記のような問題に鑑みなされたものであり、可変バルブとターボ過給機を
備えた内燃機関において、加速時において、オーバーラップ期間が増加するにしたがって
、内部ＥＧＲが掃気されるような運転状態においても、充填空気量と内部ＥＧＲ量とを正
確に算出し、オーバーラップ期間をより好適に制御することで、排気を悪化させることな
くターボ過給機内燃機関のターボラグを軽減できる内燃機関の制御装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明における内燃機関の制御装置は、吸気バル
ブと排気バルブの少なくとも一方の開閉時期またはリフト量を可変制御できる可変バルブ
機構と、ターボ過給機と、排気管を流れる排ガス成分に基づきシリンダ内へ供給される未
燃ガスの空燃比を検知する空燃比センサと、を備えた内燃機関において、過給状態におい
て、吸気圧力が排気圧力に比して大きくなる場合に、吸気バルブと排気バルブとが共に開
となるオーバーラップ期間中にシリンダから排気管へ掃気されて減少する内部ＥＧＲ量で
ある内部ＥＧＲ掃気量を演算する内部ＥＧＲ掃気量演算手段と、前記演算された内部ＥＧ
Ｒ掃気量が所定量となるようにオーバーラップ期間を制御する手段と、前記空燃比センサ
の出力値に基づき、オーバーラップ期間に吸気管からシリンダを介して排気管への未燃ガ
スの吹き抜けの有無を判別する手段と、を備え、前記未燃ガスの吹き抜けの有無を判別す
る手段で未燃ガスの吹き抜けがあると判別された場合に、オーバーラップ期間を減じるよ
うに可変バルブをフィードバック制御することを特徴としている。
【０００８】
　この発明によると、過給状態において、吸気圧力が排気圧力に比して大きくなる場合に
、オーバーラップ期間中にシリンダから排気管へ掃気されて減少する内部ＥＧＲ量を演算
し、内部ＥＧＲ掃気量に基づきオーバーラップ期間をより好適に制御できるので、ターボ
過給機を備えた内燃機関の加速時に見られるターボラグを軽減することができ、オーバー
ラップ期間に吸気管からシリンダを介して排気管へ吹き抜ける未燃ガスの有無を、空燃比
センサの出力値に基づき判別し、未燃ガスの吹き抜けがあると判別された場合に、オーバ
ーラップ期間を減じるように可変バルブをフィードバック制御するので、エミッションの
悪化を防ぐことができる。
【０００９】
　また、請求項２の発明における内燃機関の制御装置は、吸気圧力、吸気バルブの可変バ
ルブ機構の制御状態、内燃機関の回転速度及び演算された内部ＥＧＲ掃気量に基づき、シ
リンダに吸入される充填空気量を演算する手段と、前記演算された充填空気量に基づき燃
料噴射量を演算する手段と、前記演算された内部ＥＧＲ掃気量及び前記演算された充填空
気量に基づき点火時期を演算する手段と、を備えることを特徴としている。
【００１０】
　この発明によると、内部ＥＧＲ掃気量、吸気圧力、吸気バルブの可変バルブ機構の制御
状態及び内燃機関の回転速度に基づいてシリンダに吸入される充填空気量を演算するので
、充填空気量を正確に求めることができ、また、燃料噴射量と点火時期を適切に制御する
ことができる。
【００１１】
　また、請求項３の発明における内燃機関の制御装置では、内部ＥＧＲ掃気量演算手段が
、シリンダへの吸気圧力を取得する吸気圧力取得手段と、シリンダからの排気圧力を取得
する排気圧力取得手段と、を備え、前記吸気圧力取得手段で取得した吸気圧力、前記排気
圧力取得手段で取得した排気圧力、内燃機関の回転速度及び前記吸気バルブの可変バルブ
機構の制御状態に基づいて内部ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴としている。
【００１２】
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　この発明によると、シリンダへの吸気圧力を吸気圧センサ等で取得し、また、シリンダ
からの排気圧力を排気圧センサ等で取得し、この取得した吸気圧力と排気圧力に基づいて
内部ＥＧＲ掃気量を演算するので、内部ＥＧＲ掃気量を正確に求めることができる。
【００１３】
　さらに、請求項４の発明における内燃機関の制御装置は、内燃機関の運転動作点を判別
する運転状態検出手段を備え、吸気圧力取得手段は、前記運転状態検出手段で判別した内
燃機関の運転動作点、過給機のコンプレッサーを通過するガスの流量、コンプレッサー下
流の圧力をコンプレッサー上流へと逆流させるためのエアバイパスバルブの開度、及び、
スロットルバルブの開度に基づき吸気圧力を算出する吸気圧力算出手段で算出して取得す
ることを特徴としている。この発明によると、吸気圧力を演算により精度良く算出するこ
とができ、算出した吸気圧力に基づき精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を演算すること
ができる。
【００１４】
　さらに、請求項５の発明における内燃機関の制御装置では、吸気圧力取得手段が、内燃
機関の回転速度と、スロットルバルブ下流に設けられたサージタンクから各シリンダまで
の吸気管長さに基づき吸気圧力の脈動パターンを把握する手段を備え、把握した吸気圧力
の脈動パターンによって吸気圧力算出手段で算出された吸気圧力を補正することを特徴と
している。この発明によると、吸気圧力の脈動パターンを考慮して吸気圧力を求め、吸気
圧力の精度が高められるので、精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を演算することができ
る。
【００１５】
　さらに、請求項６の発明における内燃機関の制御装置は、内燃機関の運転動作点を判別
する運転状態検出手段を備え、排気圧力取得手段は、前記運転状態検出手段で判別した機
関の運転動作点、ターボ過給機のタービンを通過する排ガスの流量、及び、過給レベルを
制御するウェストゲートバルブの開度に基づき排気圧力を算出する排気圧力算出手段で算
出して取得することを特徴としている。この発明によると、排気圧力を演算により精度良
く算出することができ、算出した排気圧力に基づき精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を
演算することができる。
【００１６】
　さらに、請求項７の発明における内燃機関の制御装置では、吸気圧力取得手段が、内燃
機関の回転速度、シリンダからターボ過給機までの排気管容積又はシリンダから排気集合
部までの排気管長さ、集合部を介して連結された他方のシリンダに設けられた排気バルブ
の開閉時期に基づき排気圧力の脈動パターンを把握する手段を備え、把握した排気圧力の
脈動パターンによって排気圧力算出手段で算出された排気圧力を補正することを特徴とし
ている。この発明によると、排気圧力の脈動パターンを考慮して排気圧力を求め、排気圧
力の精度が高められるので、精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を演算することができる
。
【００１７】
　さらに、請求項８の発明における内燃機関の制御装置では、ターボ過給機が、ターボ過
給機のタービン軸に、タービン回転運動を補助するためのモータを設けた電動アシストタ
ーボを備え、内部ＥＧＲ掃気量演算手段が、前記電動アシストターボの駆動状態を考慮し
て内部ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴としている。この発明によると、内部ＥＧＲ掃
気量演算手段が電動アシストターボの駆動状態を考慮して内部ＥＧＲ掃気量を演算するの
で、精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を演算することができる。
【００１８】
　さらに、請求項９の発明における内燃機関の制御装置では、ターボ過給機が、流量特性
の異なる２機のターボ過給機で構成された２ステージターボ過給機で構成されており、前
記制御装置は、内燃機関の運転動作点を判別する運転状態検出手段と、前記運転状態検出
手段で判別された内燃機関の運転動作点に応じて前記各ターボ過給機に設けられたウェス
トゲートバルブを開閉操作して前記２ステージターボ過給機の動作モードを選択する手段
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と、を備え、内部ＥＧＲ掃気量演算手段は、前記２ステージターボ過給機の動作モードを
考慮して内部ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴としている。
【００１９】
　この発明によると、内部ＥＧＲ掃気量を推定する手段に２ステージターボ過給機の動作
モードを考慮することで、精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を推定することができる。
【００２０】
　さらに、請求項１０の発明における内燃機関の制御装置では、ターボ過給機が、コンプ
レッサーまたはタービンに可変翼を設けた可変ターボ過給機で構成されていて前記可変翼
の角度を検知する手段を備え、内部ＥＧＲ掃気量演算手段が、前記可変翼の角度を検知す
る手段で検知された可変翼の角度を考慮して内部ＥＧＲ掃気量を演算することを特徴とし
ている。この発明によると、内部ＥＧＲ掃気量演算手段が可変翼の角度を考慮して内部Ｅ
ＧＲ掃気量を演算するので、精度良く内部ＥＧＲ量と充填空気量を演算することができる
。
【００２１】
　さらに、請求項１１の発明における内燃機関の制御装置は、吸気圧力、吸気バルブの可
変バルブ機構の制御状態、内燃機関の回転速度及び前記演算された内部ＥＧＲ掃気量に基
づき、シリンダ内に充填される充填空気量を演算し、前記演算されたシリンダへ充填され
る充填空気量とシリンダへ充填されうる最大充填空気量との比較に基づき、オーバーラッ
プ期間に吸気管からシリンダを介して排気管への未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手
段と、を備え、前記未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段で未燃ガスの吹き抜けがあ
ると判別された場合に、オーバーラップ期間を減じるように可変バルブをフィードバック
制御することを特徴としている。
【００２２】
　また、請求項１２の発明における内燃機関の制御装置は、エアフローセンサにより検知
された空気流量に基づきシリンダへ充填される充填空気量を演算する手段と、前記演算さ
れたシリンダへ充填される充填空気量とシリンダへ充填されうる最大充填空気量との比較
に基づき、オーバーラップ期間に吸気管からシリンダを介して排気管への未燃ガスの吹き
抜けの有無を判別する手段と、を備え、前記未燃ガスの吹き抜けの有無を判別する手段で
未燃ガスの吹き抜けがあると判別された場合に、オーバーラップ期間を減じるように可変
バルブをフィードバック制御することを特徴としている。
【００２３】
　これら発明によると、定常時又は加速時におけるシリンダへ充填される充填空気量を演
算し、シリンダへ充填される充填空気量とシリンダへ充填されうる最大充填空気量との比
較に基づき、オーバーラップ期間に吸気管からシリンダを介して排気管へ吹き抜ける未燃
ガスの有無を判別し、未燃ガスが吹き抜け状態にあると判別された場合に、オーバーラッ
プ期間を減じるように可変バルブをフィードバック制御するので、エミッションの悪化を
防ぐことができる。
【００２６】
さらに、請求項１３の発明における内燃機関は、シリンダ内に直接燃料を噴射する筒内直
接噴射式インジェクタを備え、制御装置は、筒内直接噴射式インジェクタの燃料噴射タイ
ミングをオーバーラップ期間以後に設定することを特徴としている。
【００２７】
　この発明によると、シリンダ内に直接燃料を噴射する筒内直接噴射式インジェクタを備
えた内燃機関の場合に、燃料噴射タイミングをオーバーラップ期間以後に設定することで
、排気管への未燃燃料の吹き抜けを防止し、エミッションの悪化を防ぐことができる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明は、可変バルブとターボ過給機を備えた内燃機関において、加速時において、オ
ーバーラップ期間が増加するにしたがって、内部ＥＧＲが掃気されるような運転状態にお
いても、充填空気量と内部ＥＧＲ量とを正確に演算し、オーバーラップ期間をより好適に
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制御することで、排気エミッションを悪化させることなくターボ過給機内燃機関のターボ
ラグを軽減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、本発明に係る内燃機関の制御装置について図に基づいて説明する。
　まず、図１～１２により本発明に係る内燃機関の制御装置における第１の実施形態につ
いて説明する。図１は、本発明の内燃機関のシステム構成図である。本実施形態における
内燃機関１には吸気流路を形成する吸気管２２及び排気流路を形成する排気管２３が接続
されている。吸気流路の上流部にはエアクリーナ３が接続されている。エアクリーナ３の
下流には吸気流路を通過する吸入空気の流量を計測するためのエアフローセンサ４が組付
けられている。吸気流路と排気流路にはターボ過給機２が接続されている。ターボ過給機
２は排ガスの有するエネルギをタービン翼の回転運動に変換するための排気タービンと、
タービン翼に連結されたコンプレッサー翼の回転によって吸入空気を圧縮するためのコン
プレッサーとで構成されている。コンプレッサーが吸気流路に、タービンが排気流路にそ
れぞれ接続されている。ターボ過給機２のコンプレッサー側の下流には、断熱圧縮されて
上昇した吸気温度を冷却するためのインタークーラ５が備えられている。インタークーラ
５の下流には、シリンダに流入する吸気温度を計測するための吸気温度センサ６が組付け
られている。エアフローセンサ４の下流には、吸気流路を絞りシリンダに流入する吸入空
気の量を制御するためのスロットルバルブ７が備えられている。スロットルバルブ７の下
流には、吸気マニホールド内の圧力を計測するための吸気圧センサ８が組付けられている
。吸気ポートには、シリンダ内へ流入する吸入空気の流れに、偏りを生じさせることでシ
リンダ内流動に縦渦を形成させ、乱れを強化するためのタンブルコントロールバルブ９が
備えられている。なおタンブルコントロールバルブ９には、シリンダ内流動に横渦を形成
させ、乱れを強化するためのスワールコントロールバルブを備えることとしてもよい。
【００３０】
　エアフローセンサ４の出力値に基づきシリンダ内へ供給される定常時の充填空気量が演
算される。一方、加速時には、吸気圧センサ８の出力値、後述する吸気可変バルブ機構１
１の制御状態及び内燃機関の回転速度及び内部ＥＧＲ掃気量に基づき充填空気量が演算さ
れる。所定の空燃比となるように上述の充填空気量に応じて燃料を噴霧し、可燃混合気を
形成するためのポート噴射式インジェクタ１０が備えられている。なおポート噴射式イン
ジェクタ１０に換えてシリンダ内へ直接燃料を噴霧する筒内直接噴射式インジェクタを用
いることとしてもよい。
【００３１】
　シリンダには、バルブリフト量を可変とするためのコントロールシャフトが設けられ、
吸気バルブ２４の開閉時期やバルブリフト量を任意に制御することができる吸気可変バル
ブ機構１１が備えられている。コントロールシャフトには角度センサが取り付けられてい
る。吸気カムシャフトには吸気可変バルブ機構１１の制御状態を検知するための吸気カム
角センサ１２が備えられ、吸気カムシャフトの回転位相を検出することができる。シリン
ダに供給された可燃混合気は、ピストンによって圧縮され、ピストンが上死点近傍に達す
るタイミングで、点火プラグ１３により混合気が点火される。ピストンが下降し、下死点
近傍に達すると排気バルブ２５が開き燃焼ガスが排気管２３へ排出される。排気バルブ２
５には、排気バルブ２５の開閉時期を任意に制御することができる排気可変バルブ機構１
４が備えられており、排気バルブ２５の制御量を検知するための排気カム角センサ１５が
組付けられている。クランク軸にはクランク角度やクランク回転速度を計測するためのク
ランク角センサ１７が設けられている。
【００３２】
　点火プラグ１３によって可燃混合気を点火するタイミングは、燃焼圧がクランク機構を
介してクランク軸へ作用するトルクが最大となるＭＢＴ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　ｓｐａｒｋ　
aｄｖａｎｃｅ　ｆｏｒ　ｂｅｓｔ　Ｔｏｒｑｕｅ）に通常設定される。この点火タイミ
ングがＭＢＴより大幅に早期に設定されると、シリンダ内の末端ガスが火炎伝ぱを待たず
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に自己着火し、ノッキングと呼ばれる不正燃焼を生じることがある。シリンダにはノッキ
ングによって生じる圧力振動に基づき、ノッキングの有無を検知するノックセンサ１６が
組付けられている。ノッキングが生じるとノッキングが生じなくなるまで点火時期が遅角
補正される。シリンダから排出された高温、高圧の排ガスは、排気管２３を通してターボ
過給機２の排気タービン入口へ導入される。排気タービン入口へ導入された高圧の排ガス
は、排気タービンにおいてタービン翼を回転させる仕事をなした後、圧力の低下した排ガ
スとなって排気タービン出口より排出される。排気タービン下流には、排気ガス中の酸素
濃度から未燃ガスの空燃比を検知する空燃比センサ１８が組付けられている。空燃比セン
サ１８の出力値より、シリンダ内へ供給される混合気の空燃比を検知することができ、空
燃比の制御目標値と実空燃比の値との差異に基づきインジェクタ１０より噴霧される燃料
量が目標制御量となるように補正される。空燃比センサ１８の下流には、排ガス中の有害
物質を浄化するための排気浄化触媒１９が備えられている。
【００３３】
　ターボ過給機２には、エアバイパスバルブ２０及びウェストゲートバルブ２１が備えら
れている。エアバイパスバルブ２０は、コンプレッサーの下流部からスロットルバルブ７
の上流部における圧力が過剰に上昇するのを防ぐために備えられている。過給状態におい
てスロットルバルブ７を急激に閉止した場合に、エアバイパスバルブ２０を開くことによ
ってコンプレッサー下流部の吸入空気をコンプレッサー上流部へ逆流させ、過給圧を下げ
ることができる。一方、ウェストゲートバルブ２１は、排気ガスによる排気タービンの高
速回転によって内燃機関１への吸入空気量が過剰な過給レベルとなるのを防ぐために設け
られている。吸気圧センサ８により検知された吸入空気の過給圧が所定の値に達した場合
に、ウェストゲートバルブ２１を開くことによって排ガスが排気タービンを迂回するよう
に誘導され、過給圧を抑制あるいは所定の過給圧に保持することができる。
【００３４】
　本実施形態のシステムは図１に示すようにＥＣＵ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌ　Ｕｎｉｔ）２８を備えており、ＥＣＵ２８には、上述した吸気温度センサ６、エア
スロットルバルブ７の開度センサ、クランク角センサ１７、エアバイパスバルブ２０の開
度センサ、ウェストゲートバルブ２１の開度センサ、コントロールシャフトの角度センサ
等の各種センサが接続されている。また、スロットルバルブ７、インジェクタ１０、吸排
気可変バルブ機構１１，１４などを作動させるためのアクチュエータが、ＥＣＵ２８に接
続されている。ＥＣＵ２８には、運転状態検出手段が備えられており、運転状態検出手段
で、吸気圧センサ８、クランク角センサ１７、スロットルバルブ７の開度センサ等の信号
基づき内燃機関１の運転動作点が判別される。運転動作点は、例えば内燃機関１の回転速
度や負荷などにより複数の領域に区分されており、ＥＣＵ２８は、実装された制御プログ
ラムに従って、区分された運転動作点に対応するアクチュエータの目標制御量を演算し、
目標制御量となるように上述した各種アクチュエータへ制御信号を出力する。アクチュエ
ータの目標制御量の演算時には、内燃機関１の運転動作点の他に外気温度などの外部環境
の影響や、始動時などの運転動作モードが考慮される。
【００３５】
　図２は、ターボ過給機を搭載した内燃機関の運転動作範囲と吸排気バルブのオーバーラ
ップ状態を説明するための図である。吸気バルブ２４あるいは排気バルブ２５の位相を可
変とする可変バルブ機構１１、１４を備えた内燃機関においては、通常、領域Ａのような
、中回転速度で部分負荷の運転領域では、吸気バルブ２４の開時期を進角側へ制御し、ま
た排気バルブ２５の閉時期を遅角側へ制御することによって、吸気バルブ２４と排気バル
ブ２５とが共に開状態となるオーバーラップ期間を設けている。部分負荷領域においては
、スロットルバルブ７によって吸気圧力が排気圧力に比べて低くなっており、吸排気バル
ブのオーバーラップ期間では排気がシリンダを介して吸気管２２内へ逆流する。このよう
にシリンダ内へ残留した既燃ガスを一般に内部ＥＧＲと呼ぶ。内部ＥＧＲを生じさせるこ
とにより、部分負荷時のポンプ損失を低減でき、スロットルバルブ７により負荷制御を行
う内燃機関の燃料消費率を削減することができる。さらに、内部ＥＧＲは燃焼温度を低下
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させるため、排気中に含まれる窒素酸化物ＮＯｘを低減することができる。
【００３６】
　ターボ過給機内燃機関においては、吸気圧力と排気圧力との関係が内燃機関の運転動作
状態によって異なる。領域Ｂのような過給状態では、過給圧が高いため吸気圧力が排気圧
力と比較して大きくなる場合があるのに対して、領域Ｃのような過給状態では、通常では
排気圧力が吸気圧力と比較して大きくなる。また、領域Ｃにおいては、内燃機関の過給状
態が過剰となるのを防ぐために、ウェストゲートバルブ２１が作動するので、吸気圧力と
排気圧力との関係はウェストゲートバルブ２１の開閉動作によっても影響を受ける。内燃
機関が過給状態にある加速時には、できる限り内部ＥＧＲ量を少なくすることにより出力
向上を実現すべく各種制御量が設定される必要があり、吸気圧力と排気圧力との関係に基
づき可変制御できる吸排気バルブ２４、２５を適切に制御することでターボラグを軽減す
ることができる。運転動作点に応じて内部ＥＧＲ量を制御することにより窒素酸化物ＮＯ
ｘを低減し燃費を削減するように制御することができる。
【００３７】
　図３は、ターボ過給機内燃機関における、吸気圧力と排気圧力との関係が、オーバーラ
ップ期間と内部ＥＧＲ量との関係に与える影響を説明するための図である。（ａ）に示す
ような、排気圧力が吸気圧力より大きくなる領域Ａや領域Ｃの運転動作状態においては、
オーバーラップ期間が増加するにしたがって排気管から既燃ガスがシリンダ内に流入する
ため内部ＥＧＲ量が増す。オーバーラップ期間がゼロとなるように可変バルブ機構１１，
１４を設定したときに内部ＥＧＲ量が最小となり、そのときの内部ＥＧＲ量は排気バルブ
２５の閉じ時期の燃焼室の隙間容積部に残留する既燃ガスに起因している。オーバーラッ
プ期間を増加させることで内部ＥＧＲ量を増加させ、ポンプ損失やＮＯｘを低減できる一
方で、内部ＥＧＲを過度に残留させると、燃焼速度の低下などに起因した燃焼不安定化や
、未燃炭化水素の増加などの問題が生じる。そのため、図２の領域Ａや領域Ｃにおいては
、オーバーラップ期間は、上記問題が発生しない範囲で、できる限り大きい値に設定され
るのがよい。
【００３８】
　一方、上述したようにターボ過給機内燃機関においては、加速時において、図２中の領
域Ｂを通過する際に、吸気圧力が排気圧力に対して大きくなる場合がある。このような関
係にあるとき、オーバーラップ期間と内部ＥＧＲ量との間には、図３（ｂ）に示すような
関係が存在する。すなわち、オーバーラップ期間がゼロとなるように可変バルブを設定し
たときに、燃焼室の隙間容積部に残留する既燃ガスに起因した内部ＥＧＲ量が最大値を示
す。オーバーラップ期間を増加させることで内部ＥＧＲ量が減少する。これはオーバーラ
ップ期間において、吸気管内の新気（吸入空気）がシリンダに吸気され、排気圧力より高
い圧力の新気がシリンダ内に残留している内部ＥＧＲを排気管へ排出させるために、オー
バーラップ期間を増加させるにしたがって内部ＥＧＲが掃気されるからである。内部ＥＧ
Ｒが掃気されるとともに、新気として取り入れられる充填空気量が増すので、出力が向上
する。しかしながら、オーバーラップ期間を過度に大きく設定すると、内部ＥＧＲに加え
て未燃ガスが排気管内へ吹き抜けるために、エミッションを悪化させる問題を生じる。そ
のため、図２の領域Ｂにおいては、オーバーラップ期間は上記問題が発生しない範囲で、
できる限り大きい値に設定されるのがよい。
【００３９】
　上述したように、領域Ａ、Ｃと領域Ｂとの間にはオーバーラップ期間を設定するための
目的と、留意すべき課題が異なるために、オーバーラップ期間を制御するための手段を個
別に備える必要がある。また、ターボ過給機内燃機関においては、内燃機関が加減速をと
もなう運転状態にある場合や、ターボ過給機の作動状態をモータなどでアシストする場合
や、内燃機関の運転領域によって複数のターボ過給機を切替える場合や、内燃機関の運転
領域によってターボ過給機の流量特性を可変制御する場合などにおいて、定常状態におけ
る吸気圧力と排気圧力とのバランスに基づき、あらかじめ適合されたオーバーラップ期間
と内部ＥＧＲ量との関係から乖離する場合がある。このような場合においても、内部ＥＧ
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Ｒ量と充填空気量を適切に制御するためには、過渡状態で変化するシリンダ前後の圧力を
算出または検知し、シリンダ前後の圧力に基づきオーバーラップ期間を制御する必要があ
る。
【００４０】
　図４は、ターボ過給機内燃機関における加速時（図２の領域Ｂ）において、吸気圧力が
排気圧力よりも大きくなる場合の、吸入バルブと排気バルブの開閉時期等の目標バルブ制
御量を演算し、オーバーラップ期間を制御する手段の制御動作を示すフローチャートであ
る。ステップ１０１において、運転状態検出手段で内燃機関の運転状態を判別する。内燃
機関の回転速度と負荷の値の時間的変化量が所定の値以下である場合は、運転状態が定常
状態であると判定し、定常状態において最適となるように予め設定されている制御状態に
各種制御量が設定される。ステップ１０１において、加速状態でかつ過給状態であると判
別された場合には、以下に述べる処理が実行される。
【００４１】
　ステップ１０２において、クランク軸に備えられたクランク角センサ１７の出力信号に
基づき内燃機関の回転速度を検出する。次に、ステップ１０３において吸気圧力を算出す
る。吸気圧力は、内燃機関の回転速度と、ターボ過給機２のコンプレッサーを通過する排
ガスの流量と、タービンの回転速度と、過給レベルを制御するウェストゲートバルブ２１
の開度と、コンプレッサー下流の圧力をコンプレッサー上流へと逆流させるためのエアバ
イパスバルブ２０の開度と、スロットルバルブ７の開度と、エアフローセンサ４で検知さ
れた吸気量などのパラメータを用いて算出することができる（詳細は図７により後述する
）。
【００４２】
　ステップ１０４においては、排気圧力を算出する。排気圧力は、内燃機関の回転速度と
、ターボ過給機２のコンプレッサーを通過する排ガスの流量と、タービンの回転速度と、
過給レベルを制御するウェストゲートバルブの開度をパラメータとして算出することがで
きる（詳細は図８により後述する）。
【００４３】
　上述したようにして吸気圧力と排気圧力とを算出した後、ステップ１０５において両者
を比較する。吸気圧力が排気圧力に比して大きいと判別されたときは、ステップ１０６に
進み、内部ＥＧＲ掃気量を演算し、ステップ１０８に進む。ステップ１０８において、内
部ＥＧＲ掃気量とオーバーラップ期間との関係に基づき、演算した内部ＥＧＲ掃気量が所
定の値になるように吸排気バルブの開閉時期、リフト量等の目標バルブ制御量を演算する
。
【００４４】
　ステップ１０５で吸気圧力が排気圧力以下と判別されたときは、ステップ１０７に進み
、オーバーラップ期間に生じる内部ＥＧＲ吹き返し量を、前述した吸気圧力ならびに排気
圧力に基づいて演算し、演算した内部ＥＧＲ吹き返し量に基づきステップ１０８で目標バ
ルブ制御量を演算する。このようにして、ターボ過給機の状態によって排気圧力が変化し
た場合においても、部分負荷運転時の内部ＥＧＲ量を精度良く算出することができる。そ
して、演算した内部ＥＧＲ量を考慮して燃料噴射量を制御することにより、燃焼状態を不
安定化させることなく、燃料消費率をより削減できる動作点に可変バルブを制御すること
ができる。本実施形態では、吸気圧力と排気圧力とを算出しているので、内燃機関の高速
回転時においても応答遅れなく吸気圧力と排気圧力を取得できる。
【００４５】
　本実施形態では、ステップ１０３で吸気圧力を算出しているが、吸気マニホールド内の
圧力を計測する吸気圧センサ８によって吸気圧力を検出してもよい。また、ステップ１０
４において、排気圧力を算出しているが、排気管２３中に排気圧センサを設けて、排気圧
力を検知することとしてもよい。さらに、吸気圧センサ８により検出された吸気圧力と排
気圧力との関係をあらかじめ取得してマップ等のデータとしておき、このデータを用いて
排気圧力を求める構成とすることも可能である。
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【００４６】
　図５は、ターボ過給機内燃機関における加速時において、吸気圧力が排気圧力よりも大
きくなる場合の、燃料噴射量を演算する燃料噴射量演算手段と点火時期を演算する点火時
期演算手段の制御を示すフローチャートである。ステップ１１０において、内燃機関の回
転速度をクランク角センサ１７により検出する。ステップ１１２において内部ＥＧＲ掃気
量を演算する。ステップ１１３において、充填空気量演算手段によってシリンダに吸気さ
れる充填空気量を、エアフローセンサ４、吸気温度センサ６、吸気圧センサ８などの各セ
ンサ出力値、及びスロットルバルブ７のバルブ開度、内燃機関の回転数に基づき演算する
。シリンダに吸気される充填空気量を演算するにあたって内部ＥＧＲ掃気量を考慮するこ
とにより、シリンダ内に吸気された充填空気量と内部ＥＧＲ量をより正確に求めることが
できる。ステップ１１４においては、燃料噴射量演算手段によって目標空燃比を実現する
ための燃料噴射量を充填空気量に基づき演算する。
【００４７】
　ステップ１１５において、上述して演算された内部ＥＧＲ量と充填空気量に基づき点火
時期を点火時期演算手段によって演算する。点火時期は、トルクの最大となる時期（ＭＢ
Ｔ）に設定されている。しかし、オーバーラップ期間を増加させ、内部ＥＧＲ掃気量が大
きくなると充填空気量が増加するため、圧縮上死点での温度が上昇する。そのため、ノッ
クが生じやすくなるので、点火時期を遅角側に補正する。一方、オーバーラップ期間を減
少させ、内部ＥＧＲ掃気量が少なくなると充填空気量の減少とともに内部ＥＧＲの割合が
増すため、燃焼速度が低下するので、点火時期を進角側に補正する。このように、内部Ｅ
ＧＲ掃気量を演算することで、燃料噴射量と点火時期をより好適に制御することができる
。
【００４８】
　図６は、ターボ過給機内燃機関における加速時において、吸気圧力が排気圧力よりも大
きくなる場合に、シリンダから排気管へ掃気されて減少する内部ＥＧＲ量、すなわち、内
部ＥＧＲ掃気量を演算する内部ＥＧＲ掃気量演算手段の制御手順を示すフローチャート（
図４におけるステップ１０６の詳細を示す。）である。ステップ１２１～１２３において
、図４のステップ１０２～１０４で説明した手順にしたがって内燃機関の回転速度を検出
し、吸気圧力と排気圧力を算出する。
【００４９】
　ステップ１２４において、吸気バルブ２４の制御状態を検出する。本実施形態では、吸
気バルブ２４に吸気カムシャフトとの相対回転位相差やバルブリフト量を任意に制御可能
な吸気可変バルブ機構１１を備えている。吸気カム角センサ１２によって吸気カムシャフ
トとの相対回転位相差を検出し、また、バルブリフト量を可変とするためのコントロール
シャフトに取り付けられている角度センサと吸気カム角センサ１２の出力信号をもとにバ
ルブリフト量を検出する。両者に基づき吸気バルブ２４の開時期を検出する。
【００５０】
　ステップ１２５においては、排気バルブ２５の制御状態を検出する。排気カム角センサ
１５からの出力信号に基づき排気カムシャフトとの相対回転位相差を検出し、これに基づ
き排気バルブ２５の閉時期を検出する。ステップ１２６においては、ステップ１２４及び
１２５において検出された吸気バルブ２４の開時期と排気バルブ２５の閉時期に基づき、
吸気バルブ２４と排気バルブ２５とが共に開となっているオーバーラップ期間を算出する
。
【００５１】
　ステップ１２７においては、吸気圧力と排気圧力、オーバーラップ期間及び内燃機関の
回転速度をパラメータとして内部ＥＧＲ掃気量を演算する。内部ＥＧＲ掃気量は、図３（
ｂ）にＱとして示すようにオーバーラップ期間が増加する程増加し、また、吸気圧力が排
気圧力と比較して大きくなる程、増加する傾向をもつ。また、内燃機関の回転速度が増加
する程、バルブ開口部をガスが通過する実時間が減少するため、内部ＥＧＲ掃気量は減少
する傾向をもつ。内部ＥＧＲ掃気量は、吸気圧力、排気圧力、オーバーラップ期間及び内
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燃機関の回転速度をパラメータとして演算によって求めることができるが、吸気圧力と排
気圧力との圧力差、オーバーラップ期間及び内燃機関の回転速度との関係を予めマップ等
のデータとし、このマップを用いて求めることもできる。
【００５２】
　図７は、ターボ過給機内燃機関において、吸気圧力算出手段によって吸気圧力を算出す
る手順を示すフローチャート（図４のステップ１０３における制御の詳細を示す。）であ
る。
【００５３】
　ステップ１３１において内燃機関の回転速度を検出する。ステップ１３２においてコン
プレッサー流量を演算する。コンプレッサーの流量は、現在のタービン回転速度と、コン
プレッサーの前後圧力比に基づき算出することができる。
【００５４】
　ステップ１３３ではウェストゲートバルブ開度を検出し、ステップ１３４ではエアバイ
パスバルブ開度を検出し、１３４でスロットルバルブ開度を検出する。ステップ１３６で
は加速時に変化する次の時間ステップにおけるタービン回転速度を演算する。タービン回
転速度は、排気がタービン翼へ与える動力と、コンプレッサーが吸入空気へ与える動力と
、タービン軸での摩擦動力に基づき、次式に示す常微分方程式を解くことで算出すること
ができる。
【００５５】
　　ｄＮｔ２／ｄｔ＝Ｃ（１／Ｊｔ）×（Ｌｔ－Ｌｃ－Ｌｆ）…………………（１）
【００５６】
　ここで、Ｎｔはタービン軸の回転速度、ｔは時間、Ｃは定数、Ｊｔはタービン軸周りの
慣性モーメント、Ｌｔは排気がタービン翼へ与える動力、Ｌｃはコンプレッサーが吸入空
気へ与える動力、Ｌｆはタービン軸での摩擦動力である。排気がタービン翼へ与える動力
Ｌｔは、タービン入口及び出口圧力、タービン入口温度、タービンを通過する質量流量及
びタービン効率に基づき算出することができる。また、コンプレッサーが吸入空気へ与え
る動力Ｌｃは、コンプレッサー入口及び出口圧力、コンプレッサー入口温度、コンプレッ
サーを通過する質量流量及びコンプレッサー効率に基づき算出することができる。タービ
ン軸での摩擦動力はタービン回転速度に基づき算出することができる。
【００５７】
　コンプレッサー入口と出口との圧力比、コンプレッサー流量、コンプレッサー効率、及
びタービン回転速度の間の関係は、ターボ過給機に備えられたコンプレッサー固有の特性
として、あらかじめマップデータあるいは関数で与えられている。さらに、タービン入口
と出口との圧力比、タービン流量、タービン効率、及びタービン回転速度の間の関係は、
ターボ過給機に備えられたタービン固有の特性として、あらかじめマップデータあるいは
関数で与えられている。ターボ過給機内燃機関によっては、コンプレッサー翼あるいはタ
ービン翼の角度を内燃機関の運転動作点に基づき可変制御する可変ターボを備えたものが
ある。このような機構を備えたターボ過給機であっても、上述したマップデータあるいは
関数に可変翼の効果を考慮することで、大幅な変更を行うことなく式（１）に基づきター
ビン回転速度を算出することができる。
【００５８】
　式（１）で排気がタービン翼へ与える動力Ｌｔ及びコンプレッサーが吸入空気へ与える
動力Ｌｃを算出するため、コンプレッサー出口圧力Ｐｃｏ及び温度Ｔｃｏ、タービン入口
圧力Ｐｔｉ及び温度Ｔｔｉを演算する。コンプレッサー出口とは、コンプレッサーとスロ
ットルバルブとの中間領域である。コンプレッサー入口圧力Ｐｃｉ及び温度Ｔｃiは大気
圧力及び温度で置き換えることができる。また、タービン出口圧力Ｐｔｅについても大気
圧力でほぼ置き換えることができる。
【００５９】
　コンプレッサー出口圧力Ｐｃｏ及び温度Ｔｃｏを次式で演算することができる。
　　ｄＭｃｏ／ｄｔ＝ｄＭｃｏｉ／ｄｔ－ｄＭｃｏｏ／ｄｔ－ｄＭｃｏａ／ｄｔ
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　　ｄＴｃｏ／ｄｔ＝（１／（Ｍｃｏ×Ｃｐ））
　　　　　　　　　　×（ｄＨｃｏｉ／ｄｔ－ｄＨｃｏｏ／ｄｔ－ｄＨｃｏａ／ｄｔ－ｄ
Ｑｃｏ／ｄｔ）
　　Ｐｃｏ＝（Ｍｃｏ×Ｒ×Ｔｃｏ）／Ｖｃｏ……………………………（２）
【００６０】
　ここで、Ｍｃｏはコンプレッサー出口の質量、Ｍｃｏｉはコンプレッサー出口に流入す
る質量、Ｍｃｏｏはコンプレッサー出口から流出する質量、Ｍｃｏａはエアバイパスバル
ブを通過して流出する質量、Ｃｐは比熱、Ｈｃｏｉはコンプレッサー出口に流入するエン
タルピ、Ｈｃｏｏはコンプレッサー出口から流出するエンタルピ、Ｈｃｏａはエアバイパ
スバルブを通過して流出するエンタルピ、Ｑｃｏはコンプレッサー出口部で壁面へ失われ
るエネルギ、Ｒはガス定数、Ｖｃｏはコンプレッサー出口の容積である。コンプレッサー
出口に流入するエンタルピＨｃｏｉには、コンプレッサーによる圧縮仕事が考慮されてい
る。Ｍｃｏｏにはスロットルバルブ開度が考慮されている。コンプレッサーとスロットル
バルブとの間にインタークーラを備えたシステムにおいては、インタークーラの効果をＱ
ｃｏで考慮することも可能である。コンプレッサー出口の状態量、吸気可変バルブの制御
量、内燃機関の回転速度、及び、スロットルバルブ開度からスロットルバルブ下流部の圧
力（吸気圧力）を演算することができる。
【００６１】
　また、タービン入口圧力Ｐｔｉ及び温度Ｔｔｉを次式で演算することができる。
　　ｄＭｔｉ／ｄｔ＝ｄＭｔｉｉ／ｄｔ－ｄＭｔｉｏ／ｄｔ－ｄＭｔｉｗ／ｄｔ
　　ｄＴｔｉ／ｄｔ＝（１／（Ｍｔｉ×Ｃｐ））
　　　　　　　　　　×（ｄＨｔｉｉ／ｄｔ－ｄＨｔｉｏ／ｄｔ－ｄＨｔｉｗ／ｄｔ－ｄ
Ｑｔｉ／ｄｔ）
　　Ｐｔｉ＝（Ｍｔｉ×Ｒ×Ｔｔｉ）／Ｖｔｉ……………………………（３）
【００６２】
　ここで、Ｍｔｉはタービン入口の質量、Ｍｔｉｉはタービン入口に流入する質量、Ｍｔ
ｉｏはタービン入口から流出する質量、Ｍｔｉｗはウェストゲートバルブを通過して流出
する質量、Ｃｐは比熱、Ｈｔｉｉはタービン入口に流入するエンタルピ、Ｈｔｉｏはター
ビン入口から流出するエンタルピ、Ｈｔｉｗはウェストゲートバルブを通過して流出する
エンタルピ、Ｑｔｉはタービン入口部で壁面へ失われるエネルギ、Ｒはガス定数、Ｖｔｉ
はタービン入口の容積である。タービン入口に流入するエンタルピＨｃｏｉは、タービン
に連結されている全てのシリンダより排出されるガスの有するエンタルピである。式（３
）によって求められるタービン入口圧力Ｐｔｉを排気圧力とみなすことができる。
【００６３】
　式（２）及び式（３）で算出された圧力や温度などの物理量を用いて式（１）を解くこ
とで、タービン回転速度を演算することができる。
【００６４】
　本実施形態においては、内燃機関が定常運転時のタービン軸回転速度Ｎｔのデータを、
内燃機関の運転動作範囲毎に予めマップ等のデータで所持している構成としている。この
ような構成とすることで、内燃機関の運転動作点の時間的変化が所定の値以上となり運転
状態検出手段で過渡状態と判別された場合に、初期値として定常運転時のタービン軸回転
速度を与え、式（１）を時間積分することにより、過渡時の時々刻々のタービン軸回転速
度を精度良く算出することができる。
【００６５】
　さらに、本実施形態においては、内燃機関が定常運転時のコンプレッサー出口部、ター
ビン入口部の物理量を、内燃機関の運転動作範囲毎に予めマップ等のデータで所持してい
る構成としている。このような構成とすることで、内燃機関の運転動作点の時間的変化が
所定の値以上となり過渡状態と判別された場合に、初期値として定常運転時のコンプレッ
サー出口部、タービン入口部の物理量を与え、式（２）～（３）を時間積分することによ
り、過渡時の時々刻々のコンプレッサー出口部、タービン入口部の物理量を精度良く算出
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することができる。
【００６６】
　また、本実施形態においては、式（１）～（３）に基づき吸気圧力を算出する構成とし
たが、本発明はこれに限定されるものではない。すなわち、スロットルバルブ７の下流の
サージタンクに設けた吸気圧センサ８に基づき吸気圧を検出することとしてもよい。さら
に、コンプレッサーの流量を、タービン回転数と、コンプレッサーの前後圧力比に基づき
算出しているが、ターボ過給機のコンプレッサー上流部にはエアフローセンサ４が取り付
けられており、このエアフローセンサ４の出力値をコンプレッサー流量とみなすことがで
きる。
【００６７】
　図８は、ターボ過給機内燃機関において、排気圧力算出手段によって排気圧力を算出す
る手順を示すフローチャート（図４におけるステップ１０４の詳細を示す。）である。ス
テップ１４１において内燃機関の回転速度を検出する。ステップ１４２ではタービン流量
を演算し、ステップ１４３ではタービン回転速度を算出し、ステップ１４４では、ウェス
トゲートバルブ開度を検出し、ステップ１４５では、排気温度を演算し、ステップ１４６
では排気圧力を演算する。ステップ１４５、ステップ１４６では、上述した式（１）～式
（３）によって排気温度、排気圧力を演算する。
【００６８】
　本実施形態においては、式（１）～（３）に基づき排気圧力を演算する構成としたが、
本発明はこれに限定されるものではない。すなわち、シリンダ下流からタービン入口の間
に排気圧センサを設け、この排気圧センサに基づき排気圧を検出することとしてもよい。
また、吸気圧センサ８により検出された吸気圧力と排気圧力との関係をあらかじめ取得し
ておき、この関係を用いて排気圧力を求める構成とすることも可能である。
【００６９】
　図９は、吸気管内で発生する吸気圧力の脈動パターンを把握して吸気圧力を補正する手
順を示すフローチャート（図４におけるステップ１０３の詳細を示す。）である。吸気圧
力の脈動パターンを決定する要素としては、内燃機関の回転速度と、シリンダの総数と、
スロットルバルブ下流に設けられたサージタンクから前記各シリンダまでの吸気管長さが
ある。吸気圧力の脈動パターンは、内燃機関の回転速度、スロットルバルブ下流に設けら
れたサージタンクから前記各シリンダまでの吸気管長さによって把握することができるの
で、これらのパラメータと、吸気脈動パターンとの関係がマップ等でデータ化されている
。そして、ステップ１５１で内燃機関の回転速度を検知し、ステップ１５２でシリンダ総
数が入力され、ステップ１５３では吸気管の長さが入力され、ステップ１５４では、この
マップに基づき吸気脈動パターンを把握し、ステップ１５５において、把握した吸気脈動
パターンによって吸気圧力を補正する。
【００７０】
　吸気圧力の脈動パターンを決定する要素のうち、シリンダの総数、及び、スロットルバ
ルブ下流に設けられたサージタンクから前記各シリンダまでの吸気管長さは、内燃機関に
よって予め設定されているので、実際の運転時には、内燃機関の回転速度から吸気脈動パ
ターンを把握する。
【００７１】
　図１０は、排気管内で発生する排気圧力の脈動パターンを把握して排気圧力を補正する
手順を示すフローチャート（図４におけるステップ１０４の詳細を示す。）である。
【００７２】
　排気圧力の脈動パターンを決定する要素としては、内燃機関の回転速度と、シリンダの
総数と、シリンダから排気集合部までの排気管長さと、シリンダからターボ過給機までの
排気管容積と、集合部を介して連結された他方のシリンダに設けられた排気バルブの開閉
時期がある。排気圧力の脈動パターンは、内燃機関の回転速度、シリンダからターボ過給
機までの排気管容積又はシリンダから排気集合部までの排気管長さによって把握すること
ができるので、これらのパラメータと、排気脈動パターンとの関係が予めマップ等でデー
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タ化されている。
【００７３】
　そして、ステップ１６１で内燃機関の回転速度を検出し、ステップ１６２でシリンダ総
数が入力され、ステップ１６３では排気管の長さが入力され、ステップ１６４で排気管容
積が入力され、ステップ１６５では、他シリンダとの排気タイミングが入力され、ステッ
プ１６６では、マップに基づき排気脈動パターンを把握し、ステップ１６７において、把
握した排気脈動パターンによって排気圧力を補正する。
【００７４】
　吸気圧力と排気圧力との関係は、平均値としての比較において排気圧力が大きい場合で
あっても、排気脈動の効果によって瞬時的に吸気圧力を下回り、オーバーラップ期間に内
部ＥＧＲが掃気される場合がある。そのような場合であっても、排気圧力の脈動パターン
を考慮することで、精度良く内部ＥＧＲ掃気量を演算することができる。
【００７５】
　排気圧力の脈動パターンを決定する要素のうち、シリンダの総数、シリンダから排気集
合部までの排気管長さ、及び、シリンダからターボ過給機までの排気管容積は、内燃機関
によって予め設定されているので、実際の運転時には、内燃機関の回転速度と集合部を介
して連結された他方のシリンダに設けられた排気バルブの開閉時期とから排気脈動パター
ンを把握する。
【００７６】
　図１１は、未燃ガスの吹き抜けを防止するためにオーバーラップ期間を制御する制御手
順を説明するためのフローチャート（図４におけるステップ１０７の詳細を示す。）であ
る。
【００７７】
　ステップ１７１においては、充填空気量と燃料噴射量とに基づいて現在の空燃比を演算
する。ステップ１７２においては、空燃比センサ１８で排気流路を通過する排ガスの状態
を検出し、この状態に基づいて未燃ガスの空燃比を検出する。空燃比センサ１８は、排ガ
ス中の酸素濃度に基づき空燃比を検出するので、オーバーラップ期間に吹き抜けが生じる
と、未燃ガス中の酸素を検出するため、ステップ１７２において検出された空燃比は希薄
側に検出される。
【００７８】
　ステップ１７３においては、ステップ１７１で演算された現在の空燃比と、ステップ１
７２で検出された空燃比とを比較し、両者の空燃比の差異に基づき吹き抜けが生じている
かを判別する。吹き抜けが生じていると判別された場合にはステップ１７４に進み、、ス
テップ１７４においてオーバーラップ期間を減じるように吸気バルブ２４または排気バル
ブ２５の可変バルブ機構１１，１５をフィードバック制御する。吹き抜けが生じていない
と判別された場合にはステップ１７５に進む。
【００７９】
　このように、オーバーラップ期間を制御することにより、吸気管からシリンダを介して
排気管へ未燃ガスが吹き抜けるのを防止し、エミッションの悪化を生じさせることなく、
ターボ過給機内燃機関のターボラグを軽減することができる。より好適には、空燃比セン
サ１８をターボ過給機の上流に設けることで吹き抜け状態の判別の精度を向上することが
できる。
【００８０】
　本実施形態においては、空燃比センサ１８の出力値に基づき吹き抜け状態を判別する構
成としたが、本発明はこれに限定されるものではない。すなわち、シリンダ容積で決まる
シリンダ内へ充填されうる最大充填空気量を演算し、エアフローセンサ４により検知され
た空気流量に基づきシリンダへ供給される充填空気量を算出し、これらの比較に基づき、
オーバーラップ期間に吸気管からシリンダを介して排気管へ吹き抜ける未燃ガスの有無を
判別する構成としてもよい。この場合、最大充填空気量は内燃機関によって予め設定され
ているので、算出した充填空気量を最大充填空気量と比較して排気管へ吹き抜ける未燃ガ
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スの有無を判別すればよい。
【００８１】
　また、本実施形態においては、燃料噴射弁にポート噴射式インジェクタを用いたが、本
発明はこれに限定されるものではなく、シリンダ内へ直接燃料を噴射する筒内直接噴射式
インジェクタを用いる構成としてもよい。この場合には、オーバーラップ期間以後に燃料
噴射タイミングを設定することにより、排気管への未燃燃料の吹き抜けを防止し、エミッ
ションの悪化を防ぐことができる。
【００８２】
　次に、図１２及び図１３図により本発明に係る内燃機関の制御装置における第２の実施
形態について説明する。図１２は、本実施形態の内燃機関のシステム構成図である。本実
施形態の内燃機関のシステムは、第１の実施形態のシステムにおけるターボ過給機に加え
て、ターボ過給機のタービン軸に、タービン回転運動を補助するためのモータ３３を具備
した電動アシストターボ３０を備えている。
【００８３】
　図１３は、電動アシストターボ過給機を備えた内燃機関の加速時において、吸気圧力が
排気圧力に対して大きくなる場合の、目標バルブ制御量を演算する手順を示すフローチャ
ートである。ステップ２０１において、アクセル踏込角と内燃機関の回転数から内燃機関
に要求されるトルクを演算する。
【００８４】
　ステップ２０２において、要求トルクに応じてＥＣＵ２８の指令値に基づき電動アシス
トターボ３０に備えられたモータ３３が駆動される。ステップ２０３～ステップ２０８は
、タービン回転速度の演算手段を除いて、図４で説明した第１の実施形態における手順と
同じである。すなわち、本実施形態では、第１の実施形態の図７及び図８におけるタービ
ン回転速度の演算手段が相違しているので、以下に、タービン回転速度の演算手段につい
てのみ説明する。タービン回転速度は、排気がタービン翼へ与える動力と、コンプレッサ
ーが吸入空気へ与える動力と、タービン軸での摩擦動力に加えて、アシストモータ３３が
タービン軸に与える動力を考慮して、次式に示す常微分方程式を解くことで推定すること
ができる。
【００８５】
　　ｄＮｔ２／ｄｔ＝Ｃ（１／Ｊｔ）×（Ｌｔ－Ｌｃ－Ｌｆ＋Ｌｅ）……………（４）
【００８６】
　ここで、Ｎｔはタービン軸の回転速度、ｔは時間、Ｃは定数、Ｊｔはタービン軸周りの
慣性モーメント、Ｌｔは排気がタービン翼へ与える動力、Ｌｃはコンプレッサーが吸入空
気へ与える動力、Ｌｆはタービン軸での摩擦動力、Ｌｅは電動アシストモータ３３がター
ビン軸に与える動力である。排気がタービン翼へ与える動力Ｌｔは、タービン入口及び出
口圧力、タービン入口温度、タービンを通過する質量流量及びタービン効率に基づき算出
することができる。また、コンプレッサーが吸入空気へ与える動力Ｌｃは、コンプレッサ
ー入口及び出口圧力、コンプレッサー入口温度、コンプレッサーを通過する質量流量及び
コンプレッサー効率に基づき算出することができる。タービン軸での摩擦動力はタービン
回転速度に基づき算出することができる。さらに、電動アシストモータ３３がタービン軸
に与える動力は、モータを駆動する消費電力に基づき算出することができる。
【００８７】
　電動アシストモータ３３が駆動状態にある場合には、コンプレッサーによる圧縮仕事が
増加するとともに、タービンを通過する流量が増加するので、電動アシストモータ３３を
もたないターボ過給機に対して、内部ＥＧＲ量の掃気効果が大きくなり、未燃ガスの吹き
抜けが生じやすい。そのため、電動アシストモータ３３の駆動状態が所定値以上となる場
合に、ステップ２０３～２０７の演算を実施することなく、オーバーラップ期間を設けな
いように吸気バルブ２４または排気バルブ２５の可変バルブ機構１１，１４を制御するこ
ととしてもよい。このように、オーバーラップ期間を設けないことで、吹き抜けに伴うエ
ミッションの悪化を防ぐことができる。電動モータによるアシスト効果によって、十分に
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ターボラグを軽減することができる。
【００８８】
　また、本実施形態のシステムにおいては電動モータによるアシスト機構を具備した電動
アシストターボ過給機を備える構成としたが、本発明はこれに限定されるものではない。
すなわち、内燃機関のクランク軸の動力に基づきコンプレッサーを駆動するスーパーチャ
ージャを備えるシステムや、ターボ過給機のコンプレッサー上流側に電動モータで駆動さ
れたコンプレッサーを備えるシステムにおいても、図１３で説明した目標バルブ制御量の
演算手段を大幅に変更することなく適用することができる。
【００８９】
　図１４及び図１５により本発明に係る内燃機関の制御装置における第３の実施形態につ
いて説明する。図１４は、本実施形態の内燃機関のシステム構成図である。本実施形態の
内燃機関のシステムは、第1の実施形態のシステムにおけるターボ過給機に換えて、流量
特性の異なる２機のターボ過給機で構成された２ステージターボ過給機を備えている。本
実施形態の２ステージターボ過給機には、低流量高圧過給タイプのターボ過給機４０と大
流量低圧過給タイプのターボ過給機４３が備えられている。内燃機関の運転状態に応じて
低流量高圧過給タイプのターボ過給機４０と大流量低圧過給タイプのターボ過給機４３に
それぞれ設けられたエアバイパスバルブ４１，４４とウェストゲートバルブ４２，４５の
開閉操作により２ステージターボ過給機の動作モードを選択することができる。
【００９０】
　図１５は、２ステージターボ過給機を備えた内燃機関の加速時において、吸気圧力が排
気圧力に対して大きくなる場合の、目標バルブ制御量を演算する手順を示すフローチャー
トである。ステップ３０１において、運転状態検出手段で内燃機関の運転動作点を検出し
、ステップ３０２では、内燃機関の運転状態に応じて２ステージターボ過給機を構成する
各ターボ過給機に設けられたウェストゲートバルブ４１，４４の開閉操作により２ステー
ジターボ過給機の動作モードを選択する。ステップ３０３～ステップ３０７における演算
は、タービン回転速度の演算手段を除いて、図４で説明した第１の実施形態における手順
と同じである。すなわち、本実施形態は、第１の実施形態とは図７及び図８におけるター
ビン回転速度の演算手段が相違しているので、以下には、２ステージターボ過給機タービ
ン回転速度の演算手段についてのみ説明する。
【００９１】
　本実施形態で用いた２ステージターボ過給機システムでは、内燃機関の回転速度が低回
転時において、エアバイパスバルブ４１及びウェストゲートバルブ４２を閉弁し、エアバ
イパスバルブ４４及びウェストゲートバルブ４５を開弁することで、低流量高圧過給タイ
プのターボ過給機４０を作動させる。この場合は、式（１）～（３）を用いて、ターボ過
給機４０のタービン回転速度Ｎｔ１を算出することができる。さらに内燃機関の回転速度
が高回転時において、エアバイパスバルブ４１及びウェストゲートバルブ４２を開弁し、
エアバイパスバルブ４４及びウェストゲートバルブ４５を閉弁することで、大流量低圧過
給タイプのターボ過給機４３を作動させる。この場合についても、式（１）～（３）を用
いて、ターボ過給機４３のタービン回転速度Ｎｔ２を算出することができる。この場合、
式（２）におけるコンプレッサー出口の容積Ｖｃｏを、作動状態にあるコンプレッサーか
らスロットルバルブまでの容積とする。また、式（３）におけるタービン入口の容積Ｖｔ
ｉを、作動状態にあるタービンからシリンダまでの容積とする。作動状態にあるターボ過
給機に応じて変更する必要がある。
【００９２】
　内燃機関の回転速度が中回転時において、低流量高圧過給タイプのターボ過給機４０と
大流量低圧過給タイプのターボ過給機４３との両者を作動させる場合には、ターボ過給機
４０とターボ過給機４３との中間領域にある吸気管及び排気管の状態量を算出する必要が
ある。ターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある吸気管内の圧力Ｐｃｍ及
び温度Ｔｃｍが次式で演算される。
【００９３】
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　　ｄＭｃｍ／ｄｔ＝ｄＭｃｍｉ／ｄｔ－ｄＭｃｍｏ／ｄｔ
　　　　　　　　　　－ｄＭｃ１ｍａ／ｄｔ＋ｄＭｃ２ｍａ／ｄｔ
　　ｄＴｃｍ／ｄｔ＝（１／（Ｍｃｍ×Ｃｐ））
　　　　　　　　　　×（ｄＨｃｍｉ／ｄｔ－ｄＨｃｍｏ／ｄｔ－ｄＨｃ１ｍａ／ｄｔ
　　　　　　　　　　＋ｄＨｃ２ｍａ／ｄｔ－ｄＱｃｍ／ｄｔ）
　　Ｐｃｍ＝（Ｍｃｍ×Ｒ×Ｔｃｍ）／Ｖｃｍ……………………………（５）
【００９４】
　ここで、Ｍｃｍはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある吸気管内の
質量、Ｍｃｍｉはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある吸気管内に流
入する質量、Ｍｃｍｏはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある吸気管
内から流出する質量、Ｍｃ１ｍａはターボ過給機４３のエアバイパスバルブを通過して流
出する質量、Ｍｃ２ｍａはターボ過給機４０のエアバイパスバルブを通過して流入する質
量、Ｃｐは比熱、Ｈｃｍｉはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある吸
気管内に流入するエンタルピ、Ｈｃｍｏはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間
領域にある吸気管内から流出するエンタルピ、Ｈｃ１ｍａはターボ過給機４３のエアバイ
パスバルブ４４を通過して流出するエンタルピ、Ｈｃ２ｍａはターボ過給機４０のエアバ
イパスバルブ４１を通過して流入するエンタルピ、Ｑｃｍはコンプレッサー出口部で壁面
へ失われるエネルギ、Ｒはガス定数、Ｖｃｍはコンプレッサー出口の容積である。コンプ
レッサー出口に流入するエンタルピＨｃｍｉには、ターボ過給機４３のコンプレッサーに
よる圧縮仕事が考慮されている。インタークーラ４６の効果をＱｃｍで考慮することも可
能である。
【００９５】
　また、ターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある排気管内の圧力Ｐｔｍ
及び温度Ｔｔｍが次式で算出される。
【００９６】
　　ｄＭｔｍ／ｄｔ＝ｄＭｔｍｉ／ｄｔ－ｄＭｔｍｏ／ｄｔ
　　　　　　　　　　－ｄＭｔ１ｍｗ／ｄｔ＋ｄＭｔ２ｍｗ／ｄｔ
　　ｄＴｔｍ／ｄｔ＝（１／（Ｍｔｍ×Ｃｐ））
　　　　　　　　　　×（ｄＨｔｍｉ／ｄｔ－ｄＨｔｍｏ／ｄｔ－ｄＨｔｍ１ｗ／ｄｔ
　　　　　　　　　　＋ｄＨｔｍ２ｗ／ｄｔ－ｄＱｔｍ／ｄｔ）
　　Ｐｔｍ＝（Ｍｔｍ×Ｒ×Ｔｔｍ）／Ｖｔｍ……………………………（６）
【００９７】
　ここで、Ｍｔｍはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある排気管内の
質量、Ｍｔｍｉはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある排気管内に流
入する質量、Ｍｔｍｏはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある排気管
内から流出する質量、Ｍｔ１ｍｗはターボ過給機４３のウェストゲートバルブ４５を通過
して流出する質量、Ｍｔ２ｍｗはターボ過給機４０のウェストゲートバルブ４２を通過し
て流入する質量、Ｃｐは比熱、Ｈｔｍｉはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間
領域にある排気管内に流入するエンタルピ、Ｈｔｍｏはターボ過給機４０とターボ過給機
４３との中間領域にある排気管内から流出するエンタルピ、Ｈｔ１ｍａはターボ過給機４
３のウェストゲートバルブを通過して流出するエンタルピ、Ｈｔ２ｍａはターボ過給機４
０のウェストゲートバルブを通過して流入するエンタルピ、Ｑｔｍはターボ過給機４０と
ターボ過給機４３との中間領域にある排気管内で壁面へ失われるエネルギ、Ｒはガス定数
、Ｖｔｍはターボ過給機４０とターボ過給機４３との中間領域にある排気管内の容積であ
る。
【００９８】
　式（５）及び式（６）で算出された圧力や温度などの物理量を用いて、ターボ過給機４
０とターボ過給機４３について式（１）に基づきタービン回転速度を算出することができ
る。このように２ステージターボ過給機のタービン回転速度を算出することで、２ステー
ジターボ過給機の作動モードを切替えるような場合であっても、精度良くシリンダ前後圧
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【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明の内燃機関の制御装置における実施形態の内燃機関のシステム構成図。
【図２】ターボ過給機を搭載した内燃機関の運転動作範囲と吸排気バルブのオーバーラッ
プ状態を説明するための図。
【図３】吸気圧力と排気圧力との関係が、オーバーラップ期間と内部ＥＧＲ量との関係に
与える影響を説明するための図。
【図４】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、目標バルブ制御量を演算
する手順を示すフローチャート。
【図５】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、燃料噴射量ならびに点火
時期を演算する手順を示すフローチャート。
【図６】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、内部ＥＧＲ掃気量を演算
する手順を示すフローチャート。
【図７】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、吸気圧力を算出する手順
を示すフローチャート。
【図８】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、排気圧力を算出する手順
を示すフローチャート。
【図９】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、吸気圧力に吸気脈動補正
を行う手順を示すフローチャート。
【図１０】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、排気圧力に排気脈動補
正を行う手順を示すフローチャート。
【図１１】第1の実施形態における内燃機関の制御装置において、未燃ガスの吹き抜けを
防ぐためにオーバーラップ期間の制御を行う手順を示すフローチャート。
【図１２】第２の実施形態における内燃機関の制御装置に適用される内燃機関のシステム
構成図。
【図１３】電動アシストターボ過給機を備えた、第２の実施形態における内燃機関の制御
装置において、目標バルブ制御量を演算する手順を示すフローチャート。
【図１４】第３の実施形態における内燃機関の制御装置に適用される内燃機関のシステム
構成図。
【図１５】２ステージターボ過給機を備えた、第３の実施形態における内燃機関の制御装
置において、目標バルブ制御量を演算する手順を示すフローチャート。
【符号の説明】
【０１００】
１…内燃機関、２…ターボ過給機、３…エアクリーナ、４…エアフローセンサ、５…イン
タークーラ、６…吸気温度センサ、７…スロットルバルブ、８…吸気圧センサ、９…タン
ブルコントロールバルブ、１０…ポート噴射式インジェクタ、１１…吸気可変バルブ機構
、１２…吸気カム角センサ、１３…点火プラグ、１４…排気可変バルブ機構、１５…排気
カム角センサ、１６…ノックセンサ、１７…クランク角センサ、１８…空燃比センサ、１
９…排気浄化触媒、２０，４１，４４…エアバイパスバルブ、２１，４２，４５…ウェス
トゲートバルブ、２２…吸気管、２３…排気管、２４…吸気バルブ、２５…排気バルブ、
３０…電動アシストターボ、３３…アシストモータ、４０…低流量高圧過給タイプのター
ボ過給機、４３…大流量低圧過給タイプのターボ過給機
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